
規

則 

児
童
福
祉
法
施
行
細
則
の
一
部
を
改
正
す
る
規
則
を
こ
こ
に
公
布
す
る
。 

令
和
八
年
十
月
二
十
三
日 

埼
玉
県
知
事 

大 

野 

元 

裕 

埼
玉
県
規
則
第
七
十
一
号 

 
 

 

児
童
福
祉
法
施
行
細
則
の
一
部
を
改
正
す
る
規
則 

 

児
童
福
祉
法
施
行
細
則
（
昭
和
四
十
二
年
埼
玉
県
規
則
第
五
十
九
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に

改
正
す
る
。 

 

第
二
十
三
条
の
次
に
次
の
三
条
を
加
え
る
。 

（
一
時
保
護
委
託
者
登
録
申
請
書
） 

第
二
十
三
条
の
二 

法
第
三
十
四
条
の
二
十
二
第
一
項
に
規
定
す
る
申
請
書
の
様
式
は
、
様
式
第

三
十
九
号
の
二
十
一
の
と
お
り
と
す
る
。 

 

（
登
録
一
時
保
護
委
託
者
登
録
事
項
変
更
の
届
出
） 

第
二
十
三
条
の
三 

法
第
三
十
四
条
の
二
十
三
の
規
定
に
よ
る
変
更
の
届
出
は
、
様
式
第
三
十
九

号
の
二
十
二
の
登
録
一
時
保
護
委
託
者
登
録
事
項
変
更
届
出
書
に
よ
り
行
う
も
の
と
す
る
。 

（
登
録
一
時
保
護
委
託
者
登
録
消
除
の
申
出
） 

第
二
十
三
条
の
四 

規
則
第
三
十
六
条
の
五
十
一
の
規
定
に
よ
る
登
録
の
消
除
の
申
出
は
、
様
式

第
三
十
九
号
の
二
十
三
の
登
録
一
時
保
護
委
託
者
登
録
消
除
申
出
書
に
よ
り
行
う
も
の
と
す

る
。 

 

様
式
第
三
十
九
号
の
二
十
の
次
に
次
の
三
様
式
を
加
え
る
。 

2ab0b2965fdc3177d857d5c859926c68



様式第３９号の２１（第２３条の２関係） 

一時保護委託者登録申請書 

 

年  月  日 

（宛先） 

埼玉県知事 

申請者 住所 

氏名 

法人にあつては、その名称、代表者の 

氏名及び主たる事務所の所在地 

 児童福祉法第３４条の２２第１項の規定により、一時保護委託者の登録を

受けたいので、下記のとおり関係書類を添えて申請します。 

記 

１ 職員の定数 

 

２ 職務の内容 

 

３ 一時保護を行う施設 

名称  

所在地  

電話番号  

電子メールアドレス  

主な職員  

  ※ 一時保護を行う施設が複数ある場合は、記載欄を適宜追加すること。 

 

４ 登録希望日       年  月  日 

 

５ 添付資料 

(１) 申請者が個人の場合は、戸籍謄本（戸籍全部事項証明書）及び住民票

の写し 

(２) 申請者が法人の場合は、登記事項証明書及び定款その他の基本約款 

(３) 一時保護を行う施設の主な職員の経歴書 

(４) 一時保護を行う施設の平面図 

(５) 児童福祉法施行条例第１４８条の５から第１４８条の２６までに規定

する一時保護委託者の登録等に関する基準に適合していることを証する

書類 



様式第３９号の２２（第２３条の３関係） 

登録一時保護委託者登録事項変更届出書 
 

年  月  日 

（宛先） 

埼玉県知事 

届出者 登録番号 

 住 所 
氏 名 
法人にあつては、その名称、代表者の 

氏名及び主たる事務所の所在地 
 児童福祉法第３４条の２２第１項の規定により登録申請をした事項を変更
するため、同法第３４条の２３の規定により、下記のとおり届け出ます。 

記 
１ 変更年月日       年  月  日 

 
２ 変更の内容 

項目 変更前 変更後 
登録一時保護委託者 
（個人） 

住所   
氏名   

登録一時保護委託者 
（法人） 

名称   

代表者氏名   

主たる事務所
の所在地 

  

職員の定数   
職務の内容   
一時保護
を行う施
設 

名称   
所在地   
電話番号   
電子メールアドレス   
主な職員   

定款その他の基本約款の変更 有 ・ 無 
児童福祉法施行条例第１４８条の５
から第１４８条の２６までに規定す
る一時保護委託者の登録等に関する
基準（以下「基準」という。）に係
る変更事項 

  

  ※ 一時保護を行う施設が複数ある場合は、記載欄を適宜追加すること。 
 
 ３ 変更の理由 
 
 

注１ 太枠内については、変更する事項のみを記載すること。 
注２ 個人の登録一時保護委託者の住所又は氏名を変更するときは、変更後

に戸籍謄本（戸籍全部事項証明書）及び住民票の写しを速やかに提出す
ること。 

注３ 法人である登録一時保護委託者の名称、代表者氏名又は主たる事務所
の所在地を変更するときは、変更後に登記事項証明書を速やかに提出す
ること。 

注４ 一時保護を行う施設の主な職員を変更するときは、当該職員の経歴書
を添付すること。 

注５ 一時保護を行う施設の構造を変更するときは、当該施設の平面図を添
付すること。 

注６ 定款その他の基本約款を変更するときは、変更後に定款その他の基本
約款を速やかに提出すること。 

注７ 基準に係る事項を変更するときは、当該変更事項が基準に適合してい
ることを証する書類を添付すること。 



様式第３９号の２３（第２３条の４関係） 

登録一時保護委託者登録消除申出書 

 

年  月  日 

（宛先） 

埼玉県知事 

申出者 登録番号 

住 所 

氏 名 

法人にあつては、その名称、代表者の 

氏名及び主たる事務所の所在地 

 

 児童福祉法施行規則第３６条の５１の規定に基づき、登録一時保護委託者

の登録の消除を申し出ます。 

 

 （消除の申出の理由） 

 



 
 

 

附 

則 

 
こ
の
規
則
は
、
公
布
の
日
か
ら
施
行
す
る
。 
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